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表2 DPAT活動開始基準（最終案）

下記のいずれかの状況が生じた場合、DPAT活動調整本部を
設置し活動を開始することが望ましい。

• 自都道府県で、震度６弱以上（東京都の場合は２３区内に
おいて震度５強以上、その他の地域において震度６弱以
上）の地震が発生した。

• 自都道府県で大津波警報が発表された。
• 自都道府県に特別警報（大雨洪水等）が発令された。

• 自都道府県に災害対策本部や保健医療調整本部等の上
位本部が設置された。

• 自都道府県にDMAT調整本部が設置された。
• 隣接する都道府県がEMIS災害モードに切り替わった。
• その他 自都道府県の知事が必要と認めた。



表3 DPAT活動終了基準（最終案）

下記の全ての条件を踏まえ、 DPAT活動の引継ぎ先を明確に決定し、DPAT活
動の終結並びに調整本部撤収を検討すること。

• EMIS内の被災圏域の精神病床を有する医療機関等が緊急時入力項目に
おいて「支援不要」となる。

• 避難者数やDPAT活動における処方数、相談件数から精神保健活動や支援
者支援のニーズの減少を総合的に推定できる＊。

• 被災地の精神保健医療福祉に関わる機関（行政、保健所、精神保健福祉セ
ンター、被災地の精神科医療機関等）による対応が可能となる。

• 保健医療調整本部等の合同会議において、災害医療コーディネーター、精神
保健福祉センター長の他、被災地の精神保健医療福祉に関わる機関や他の
保健医療福祉支援チーム等から終了の同意が得られている＊＊。

＊なお、以下の予測式は終了日推定の参考となる。
厚労科研 保健医療活動チームの活動日数予測式1)

y = 0.0002x + 29.797 （ｙ：活動日数、ｘ：最大避難者数）
＊＊合同会議参加者については、各自治体の判断に応じて当該災害対応を行っている機関やチーム等を収集する
こと。

1) Sho Takahashi, “Acute Mental Health Needs Duration during Major Disasters: A Phenomenological Experience of Disaster Psychiatric
Assistance Teams (DPATs) in Japan” International journal of environmental research and public health/17(5), 2020-04
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